
　
歳
入
の
見
込
み
は
、
第
３
期
高
島
市
総
合
戦
略
で

の
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
や
こ
れ
ま
で
の
実
績
等
か
ら
推
計

し
て
い
ま
す
。

　
特
に
、
地
方
交
付
税
は
、
令
和
６
年
度
で
終
了
し

た
合
併
特
例
債
の
返
済
額
（
７
割
が
交
付
税
と
し
て

補
填
）
が
減
少
し
て
い
く
こ
と
か
ら
、
令
和
10
年
度

以
降
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
歳
出
の
見
込
み
は
、
今
後
も
多

く
の
費
用
が
必
要
と
な
り
、
こ
れ

ま
で
積
み
立
て
た
基
金
（
貯
金
）

を
大
き
く
取
り
崩
さ
な
け
れ
ば
財

政
運
営
が
で
き
な
い
状
況
と
な
り

ま
す
。

●
人
件
費
の
上
昇

●
物
価
の
高
騰

●
扶
助
費
（
社
会
保
障
等
）
な

ど
の
義
務
的
経
費
の
増
加

●
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
工
事

●
老
朽
化
し
て
い
る
橋
梁
や
道

路
の
維
持
補
修
等
の
イ
ン
フ

ラ
整
備

●
新
ご
み
処
理
施
設
の
整
備
等

の
大
規
模
事
業

●
病
院
事
業
会
計
へ
の
繰
出
金

【計画期間】
 　令和７～ 16 年度
　（10 年間）

【対象会計】
　一般会計

【改定年月】
　令和８年２月

９年で
約 10 億円

減

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
60 億

80億

100億

120億
（円）

107
億円

117
億円

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

20 億

60億

100億
（円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

20 億

40億

60億
（円）

●合併特例債とは …

合併した自治体が使える有利な借金のこと。返済額の約 7
割が国から交付税として補填されるため、実質的な負担が
非常に少ない制度。高島市は令和６年度で終了。

●地方交付税とは …

自治体ごとの税収格差を埋め、どこに
住んでも一定の行政サービスを提供で
きるよう国から交付されるお金。

特集２

特集２

計画につい
て詳しくは
ホームペー
ジをご覧く
ださい。

ホーム
ページ

長
期
財
政
計
画
を
改
訂

障害福祉

その他
生活保護

新ごみ処理
施設整備事業

マキノ地域小学校
統合施設整備事業

主な臨時分

その他

老人福祉

児童福祉

出
て
い
く
お
金
は
ど
う

な
っ
て
い
く
の
？
（
歳
出
）

今
後
、
入
っ
て
く
る
お
金

は
ど
う
な
る
の
？
（
歳
入
）

　
長
期
財
政
計
画
は
、
将
来
の
財
政
見
通
し
を
可
能
な
限
り
明
ら
か
に
し
、

将
来
に
責
任
が
持
て
る
持
続
可
能
な
高
島
市
の
実
現
に
向
け
て
健
全
な
財

政
運
営
を
行
う
た
め
の
指
針
と
す
る
も
の
で
す
。

　
直
近
で
は
、
令
和
４
年
３
月
に
長
期
財
政
計
画
を
策
定
し
て
い
ま
し
た

が
、
令
和
６
年
度
で
合
併
特
例
債
が
終
了
し
た
こ
と
や
、
近
年
、
物
価
が

高
騰
し
て
い
る
こ
と
、
ま
た
、
新
ご
み
処
理
施
設
の
整
備
を
は
じ
め
と
す

る
大
規
模
事
業
が
控
え
て
い
る
こ
と
な
ど
、
令
和
３
年
度
と
の
状
況
に
変

化
が
生
じ
て
い
る
た
め
、
今
回
改
訂
を
行
い
ま
し
た
。

問 

財
政
課　

（
２
５
）
８
１
１
１
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収
支
の
不
足
に
対
し

て
は
、
市
の
貯
金
で
あ

る
財
政
調
整
基
金
を
取

り
崩
し
て
財
政
運
営
を

行
っ
て
い
ま
す
。

　
行
財
政
改
革
の
取
り

組
み
を
着
実
に
進
め
な

け
れ
ば
、
計
画
期
間
中

に
財
政
調
整
基
金
残
高

が
ゼ
ロ
と
な
り
、
起
債

も
で
き
な
い
た
め
、
収

支
不
足
が
補
え
な
く
な

る
見
込
み
で
す
。

　
平
成
17
年
の
高
島
市
発
足
以

降
、
財
政
健
全
化
の
た
め
行
財

政
改
革
に
取
り
組
み
、
不
要
不
急

の
事
業
見
直
し
等
に
よ
っ
て
、
財

源
を
捻
出
し
て
基
金
積
み
立
て
を

行
っ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
併
せ
て
、

地
方
債
の
繰
り
上
げ
償
還
等
に
も

取
り
組
ん
だ
こ
と
で
、
実
質
公
債

費
比
率
や
将
来
負
担
比
率
等
の

財
政
指
標
は
大
き
く
改
善
し
ま
し

た
。

　
一
方
で
、
今
後
の
見
通
し
と
し

て
、
歳
入
で
は
、
令
和
６
年
度
に

合
併
特
例
債
が
発
行
期
限
を
迎
え

た
こ
と
か
ら
地
方
交
付
税
の
減
収

が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
歳
出
で
は
、
人
件
費
の

上
昇
、
物
価
の
高
騰
、
扶
助
費
な

ど
義
務
的
経
費
の
増
加
、
公
共
施

設
の
長
寿
命
化
工
事
を
は
じ
め
老

朽
化
し
て
い
る
橋
梁
や
道
路
の
維

持
補
修
等
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
、
さ

ら
に
は
、
新
ご
み
処
理
施
設
の
整

備
、
マ
キ
ノ
地
域
小
学
校
統
合
施

設
整
備
事
業
な
ど
、
多
額
の
費
用

が
必
要
と
な
り
、
こ
れ
ま
で
積
み

立
て
た
基
金
を
大
き
く
取
り
崩
さ

な
け
れ
ば
財
政
運
営
が
で
き
な
い

状
況
と
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
公
共
施

設
再
編
計
画
に
基
づ
く
取
り
組
み

を
は
じ
め
と
す
る
行
財
政
改
革
を

着
実
に
進
め
な
け
れ
ば
、
令
和
12

年
度
末
に
は
財
政
調
整
基
金
は
底

を
つ
き
、
収
支
不
足
と
な
る
見
込

み
で
す
。

　
持
続
可
能
な
自
治
体
運
営
を
行

う
に
は
、
部
局
間
の
連
携
に
よ
る

効
率
化
、
さ
ら
に
は
官
民
共
創
に

よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
と

と
も
に
、
行
財
政
改
革
の
さ
ら
な

る
徹
底
を
図
り
、
一
層
厳
し
い
事

業
の
取
捨
選
択
を
行
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　
ま
た
、
施
策
推
進
に
あ
た
っ
て

は
、
最
少
の
経
費
で
最
大
の
効
果

を
上
げ
る
た
め
に
、
職
員
一
人

ひ
と
り
が
高
い
コ
ス
ト
意
識
を
持

ち
、
社
会
情
勢
の
変
化
に
機
敏
に

対
応
し
、
地
域
や
市
民
と
の
役
割

分
担
、
民
間
活
力
等
を
生
か
し
な

が
ら
、
財
政
運
営
の
健
全
化
を
目

指
し
ま
す
。

行財政改革が
進まなければ

令和 12 年度に
財政調整基金は

０円に

人件費の抑制
　（職員の給与など）

　事業見直しや公共施設等の再編
等を推進することで、人件費総額
を抑制します。
　削減目標
令和９年度から毎年度 ▲２５００万円

維持補修費の抑制
　（施設の維持補修など）

　公共施設の再編を進め維持補修
費を抑制します。
　削減目標
令和９年度から毎年度▲２％

補助費等の抑制
　（補助金や負担金など）

　補助金の公益上の必要性や効果
等について、全庁的に検証・見直
しを行い、補助費等を抑制します。
　削減目標
令和９年度から毎年度▲２％

基金の活用
　財政調整基金は、不測の事態
の財政需要に備えるため、一定
額を確保します。
　地方債償還のピークは令和９
年度を見込んでいて、多額の償
還が必要となる令和８年度から
令和 10 年度にその財源として
減債基金を活用します。
　新ごみ処理施設やマキノ地域
小学校統合施設整備といった大
規模事業には、これまで積み立
ててきた公共施設整備基金や教
育施設整備基金を活用します。

計
画
期
間
中
の
財
政
運
営

の
主
な
取
り
組
み
は
次
の

と
お
り
で
す
。

　
新
た
な
財
政
運
営
の
取

り
組
み
を
行
い
、
歳
入
歳

出
差
引
額
で
約
２
億
円
の

黒
字
化
を
目
指
し
ま
す
。

将来の借金返済
に備え、あらか
じめ積み立てて
おく貯金

特定の使い道の
ために、計画的
に積み立ててお
く貯金

収入不足や災害時
など、いざという
時に使うための貯
金

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

30 億

60億

90億

120億

150億
（円） 140

億円 134
億円 125

億円 106
億円 97

億円 89
億円 80

億円
78
億円 68

億円
69
億円

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

＜歳入歳出差引＞
（円） （円）

＜基金＞

▲30億

▲20億

▲10億

0

10億

0

10億

20億

30億

40億

50億

����

������

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

30 億

60億

90億

120億

150億
（円） 140

億円 134
億円 125

億円 106
億円 97

億円 89
億円 80

億円
78
億円 68

億円
69
億円

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

30 億

60億

90億

120億

150億
（円） 140

億円 134
億円 125

億円 106
億円 97

億円 89
億円 80

億円
78
億円 68

億円
69
億円

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
0

30 億

60億

90億

120億

150億
（円） 140

億円 134
億円 125

億円 106
億円 97

億円 89
億円 80

億円
78
億円 68

億円
69
億円

特集２

●公共施設の再編とは …

　統合・売却・譲渡するなどに
よって、公共施設の量を減らす
ことです。令和 16 年度までの
10 年間で 20％の床面積を削
減することが避けられない状況
です。

収
支
不
足
に
な
ら
な
い

た
め
に
何
を
す
る
の
？

行
財
政
改
革
が
進
ま
な
け
れ
ば

ど
う
な
る
の
？

行
財
政
改
革
を
着
実
に
推
進
す
れ
ば

ど
う
な
る
の
？（
長
期
財
政
の
見
通
し
）

財
政
運
営
の
健
全
化
の
た
め
に

物件費の抑制
　（備品購入費や委託料など）

　公共施設の再編のほか、各事
務事業について、必要性や効果
を検証し、徹底した見直しを行
い、物件費を抑制します。
　削減目標

【通常分の見直し】
　令和９年度から毎年度▲２％

【公共施設の再編による削減】
　毎年度 ▲５０００万円
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